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15 人事行政・職員給与の公表
平成18年度の人事行政の運営等の状況

特集号

地方公務員法が改正されたことに伴い、日野市では平成１７年
度から前年度の人事行政の運営状況を市民の皆さんに公表する
こととなりました。内容については、日野市の状況と９市９一
部事務組合で共同で設置している東京都市公平委員会に対する
不利益処分等の状況をお知らせします。� （職員課）　平成19年4月1日における定数内職員数は1,403人です（職員定

数は1,550人）。内訳は部長職25人・課長職93人・課長補佐職74
人・係長職177人・主任職244人・主事職790人です。また、職員
の任免は、平成18年度採用者45人、退職者96人です。その他採用
試験の状況、昇任試験の状況は次のとおりです。

職員の任免及び
職員数に関する状況1

（１）職員数（平成19年４月１日）� （人）

部　　門 定数 職員数（定数内） 職員数
（定数外）全体 男 女

行 政 部 門 956 846 472 374 7
病 院 部 門 295 265 78 187
議 会 事 務 局 11 9 ７ ２
教 育 委 員 会 275 274 154 120
選挙管理委員会事務局 5 4 2 2
監 査 委 員 事 務 局 4 3 3 0
農 業 委 員 会 事 務 局 4 2 1 1

計 1,550 1,403 717 686 7
※行政部門（定数外）　派遣7人
（２）役職別職員数（平成19年4月1日）� （人）

全体 男 女
部 長 職 ２5 22 3
課 長 職 ９3 ８5 8
課 長 補 佐 職 74 ５3 21
係 長 職 177 110 67
主 任 職 244 125 119
主 事 職 790 322 468

計 1,403 717 686

（３）職員採用試験状況（平成18年度）　� （人）
実施年月日 募集職種 募集人員 応募者数 採用者数 備       考
18. ９.17 事務職員 若干人 112 11 平成19年度採用
19. ２. ４ 技術職員 若干人 6 1 平成19年度採用
※看護師については、大幅に不足しているため、随時実施しています

（４）職員採用・退職状況（平成18年度）� （人）

区　　分 採　　用 退　　　職
男 女 計 男 女 計

事 務 職 員 2 1 3 19 6 25
技 術 職 員 4 4
幼 稚 園 教 諭 1 1
保 育 士 3 3
児 童 厚 生 員 4 4
医 師 3 3 5 5
助 産 婦 4 4 3 3
看 護 師 3 26 29 2 30 32
准 看 護 師 2 2
保 健 師 ４ ４ 1 1
放 射 線 技 師 1 1
薬 剤 師 1 1 2 2
臨 床 検 査 技 師 1 1
栄 養 士 1 1
理 学 療 法 士 1 1 2 2
作 業 員 １ １
用 務 員 3 2 5
給 食 調 理 員 1 ２ 3
合 計 8 37 45 37 59 96

（５）昇任試験の状況（平成18年度）
昇任の基本原則は能力主義、成績主義に基づき行っています。� （人）

　　　 受　験　者 合　格　者
全体 男 女 全体 男 女

一般行政職員
管 理 職 27 19 8 14（51.9） 10（52.6） 4（50.0）
係 長 職 76 51 25 14（18.4） 9（17.6） 5（20.0）
主 任 職 123 62 61 37（30.1） 20（32.3） 17（27.9）
小 計 226 132 94 65（28.8） 39（29.5） 26（27.7）
技能労務系職員
業 務 主 任 職 71 55 16 16（22.5） 14（25.5） ２（12.5）
病院看護系職員
看 護 師 長 1 0 1 1（100.0） 0（0.0） 1（100.0）
副 看 護 師 長 5 0 5 4（80.0） 0（0.0） 4（80.0）
主 任 看 護 師 2 0 2 2（100.0） 0（0.0） 2（100.0）
小 計 8 0 8 ７（87.5） 0（0.0） ７（87.5）
合 計 305 187 118 88（28.9） 53（28.3） 35（29.7）
※一般行政職員には栄養士などの専門職、病院の診療検査部門も含みます。
　（　　）内は合格率です

　職員の給与は、裏面の給与の公表でお知らせします。

職員の給与に関する状況2

　一般職の職員の勤務時間は、午前８時30分から午後５時15分ま
での８時間で、週40時間です。その他年次有給休暇の取得状況、
特別休暇等の状況、育児休業及び育児部分休業の状況、時間外勤
務時間数の状況は次のとおりです。

職員の勤務時間その他の勤務条件の
状況、職員の服務の状況3

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）
1週間の正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間

40時間 午前8時30分 午後5時15分 午後0時15分
から45分間

正午から15分間、午
後3時から15分間

※�市立病院の看護師などで、三交代勤務等により職務に従事する職員もいます
が、勤務時間は原則週40時間で勤務の割り振りをしています

（２）年次有給休暇の取得状況（一般職）（平成18年）
総付与日数
(a)

総取得日数
(b)

全対象職員数
(c)

平均取得日数
(b)/(c)

取得率
(b)/(a)

56,559日 18,366.9 日 1,494人 12.3 日 32.5％
※�全対象職員とは、平成18年１月１日から平成18年12月31日までの全期間を在職
した職員であり、中途に採用された者や退職した者、育児休業者も含みます

（３）特別休暇等の状況（平成19年４月１日）
休暇の種類 付与日数・期間等 有給・無給の別

公民権の行使 必要な時間 有給
骨髄移植休暇 必要と認められる期間 有給
育 児 時 間 1日2回、それぞれ45分 有給
生 理 休 暇 その都度必要と認められる期間 有給
産 前 及 び
産 後 の 休 養

出産の前後を通じ16週間（多胎妊娠の場合に
あっては24週間）以内 有給

忌 引 死亡者の区分に応じ1日から10日までの範囲内 有給
結 婚 休 暇 7日以内 有給
ボランティア休暇 5日以内 有給
夏 季 休 暇 7月1日から9月30日までの期間において5日以内 有給
子どもの看護休暇 5日以内 有給
介 添 休 暇 2日以内 有給
育児参加休暇 配偶者が出産する場合で、産前産後休養中に５日以内 有給
介 護 休 暇 2週間以上24週間以内 無給

（４）育児休業及び育児部分休業の状況（平成18年度）� （人）
区　　分 男 女

育 児 休 業 3 44
育 児 部 分 休 業 1 1

（５）時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成18年度）� （時間）

区　　分 時間外・休日勤務総時間数 職員１人当たりの時間外・
休日勤務月平均時間数

病 院 以 外   87,681 6.3
病 院   23,738 7.4

計 111,419 6.5
※土曜・日曜日などに出勤し、振替休暇を取得した場合は含まれていません

　分限処分は、職員に一定の事由がある場合に、本人の意に反す
る不利益な身分上の変動をもたらす処分です。その目的は公務能
率の維持と向上を図ることにあります。分限処分には、免職、休
職、降任、降給の４種類です。
　懲戒処分は、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問う
ためになされる処分です。その目的は公務における規律と秩序を
維持することにあります。懲戒処分には、免職、停職、減給、戒
告の４種類です。処分数については次のとおりです。

職員の分限及び懲戒処分の状況4

（１）分限処分者数（平成18年度）� （人）
区　　分 降任 免職 休職 降給 計

勤 務 実 績 が 良 く な い 場 合
心 身 の 故 障 の 場 合 19 19
職 に 必 要 な 適 格 性 を 欠 く 場 合
職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合
刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場 合
条 例 で 定 め た 事 由 に よ る 場 合

計 19 19

（２）懲戒処分者数（平成18年度）� （人）
区　　分 戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

法 令 に 違 反 し た 場 合 ０
職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 ０ 12
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 1 １

計 １ １ 12
※�訓告等とは、懲戒処分に至らない行為で、その責任を確認させ、将来を戒め
るための措置です

（１）職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職
務の遂行に当っては全力で専念しなければなりません。職員
が守るべき義務は次のとおりです。

職員の服務の状況5
� （人）

区　分 内　容 違反
者数

職 務 命 令 等
に 従 う 義 務

職員は法令等の定める規定に従い、かつ上司の職務上
の命令に忠実に従わなければなりません。 ０

信 用 失 墜 行
為 の 禁 止

職員は職の信用を傷つけたり、職の不名誉となる行為
をしてはなりません。 1

守 秘 義 務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。 0

職 務 専 念 義 務 職員は法律等に特別に定めがある場合を除くほか、勤
務時間中全力で職務遂行しなければいけません。 ０

政 治 的 行
為 の 制 限

職員は政党その他の政治的団体の結成に関与する等の
政治的行為が禁止されています。 0

争 議 行 為
等 の 禁 止 職員は争議行為等が禁止されています。 0

営 利 企 業 等
の 従 事 制 限

職員は営利企業等に従事することは制限されており、従事する
場合には許可を受けなければなりません。なお、公務の遂行に
悪影響を及ぼさないと判断できるものについては、任命権者の
許可を得ることによって営利企業等に従事することができます。

0

（２）職員は任命権者の承認を得て、職務専念義務を免除される
場合があります（平成18年度）。

区　分 延べ件数 延べ人数 総時間
職員が職員の給与、勤務時間その他の勤務
条件等に関して適法な交渉を行う場合 26 153 296

職員が職員団体の運営、委員会、会議、行
事参加等に参加する場合 176 1280 3242

（１）研修状況
　職員の資質の向上のため毎年研修を実施しています。
①庁内研修

研修区分 回数（回） 人数（人）
職務・職層別研修 12 332
能 力 開 発 研 修 8 189
組織力向上研修 41 884
OA 関 連 研 修 18 1,040
合 　 　 計 79 2,445

②派遣研修
　ア　市町村職員研修所他、派遣研修

研修名 回数（回）受講者数（人）
必 修 研 修 58 274
実 務 研 修 15 33
能 力 開 発 研 修 12 12
政策・法務研修 11 14
情 報 処 理 研 修 17 15
講 師 養 成 研 修 3 3
その他特別研修 13 107
合 計 129 458

　イ　国・都派遣研修
研修名 回数（回）受講者数（人）

環 境 省 １ １
東京都総務局・都市整備局 2 2
他 市・ 団 体 １ １
自 治 大 学 校 ２ ２
国土交通大学校 1 1
市町村アカデミー ２ ２
環境省環境調査研修所 4 5
合 計 １３ １4

　ウ　その他専門派遣研修
回数（回） 受講者数（人）
２２ ３０

（２）勤務成績の評定の概要（平成18年度）
　職員の職務で発揮された能力
について、毎年評価をおこなっ
ています。

評定の回数 1回
評定の時期 7月

評定の対象人数 1,431人

（１）福利厚生制度
　職員の福利厚生制度として、
地方公務員法第42条の規定に
基づき、日野市職員互助会を
設置し、職員の元気回復、そ
の他福利厚生に関する事業を
行っています。この互助会は、
職員の会費及び市の負担金な
どで運営されています。
　また、職員の共済制度は、
地方公務員等共済組合法に基
づき、職員と市において分担
拠出する財源により、短期給
付事業（医療関係等）、長期給
付事業（年金関係）、福祉事
業（人間ドッグ事業等）を行っ
ており、厚生年金、国民年金、
健康保険及び国民健康保険と
同様に社会保険制度の一環と
されています。
（２）公務災害等の状況（平成18年度）
　公務上、通勤途上の災害によ

り、負傷等した場合には、地方
公務員災害補償基金から一定の
補償が行われます。適用件数に
ついては次のとおりです。

（３）健康診断の状況（平成18年度）
　職員の健康管理のため、毎
年健康診断を実施しています。
受診者数等については次のと
おりです。

区分 地方公務員
災害補償法

条例 労働者災害
補償保険法

件数 21 0 １4

（人）
区分 受診者数

定期健康診断（一次） 1362
定期健康診断（二次） 52
消化器健診 141
ＶＤＴ従事者眼科検診 200
腰痛検査（一次） 91
腰痛検査（二次） 35
深夜勤務者健康診断 29
Ｂ型肝炎予防接種 延べ16
破傷風予防接種 延べ99
健康相談 延べ51

（１）不利益処分に関する不服申立ての状況（平成18年度）
　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場
合、公平委員会に不服申立てができます。申立て件数等について
は次のとおりです。
年度当初係属件数 年度中申立て件数 年度中処理件数 年度末係属件数

0 1 0 1

（２）勤務条件に関する措置の要求の状況（平成18年度）
　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会
に対して、市の当局により適切な措置がとられるべきことを要求
することができます。申立て件数等については次のとおりです。
年度当初係属件数 年度中申立て件数 年度中処理件数 年度末係属件数

0 0 0 0


